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Overview 

Theresa May 首相はフィレンツェでの演説の中で、EU 予算への拠出の継続

を前提とした移行期間の設置を提案する等、英国の離脱交渉に対するスタンス

を示し、EU の Michel Barnier 主席交渉官はその建設的な姿勢を歓迎した。 

 

先週までの Brexit、欧州の政治および経済に関する主な動きは以下の通りで

ある。 

 Theresa May 首相は Brexit 後の英国-カナダ間の貿易協定について

「Brexit 前後で途切れることのない移行」のための計画を発表した。 

 May 首相は、フィレンツェで EU の首脳陣に対し演説を行い、2019

年 3 月の EU 離脱後に、EU 予算への拠出の継続を前提とした 2 年

間の移行期間を設けることを提案した。また、同首相は Brexit 後の

協定について、欧州自由貿易連合（EFTA）への参加やカナダ型の包

括的経済貿易協定（CETA）の締結のような出来合いの協定をベース

とすることには反対であることを説明した。 

 EU 側の主席交渉官である Michel Barnier 氏は、May 首相の演説に

ついて「建設的」であり、EU-英国間の「交渉の打開」に資するも

のだと述べた。また、英国の David Davis EU 離脱担当相は、

Brexit に関する交渉は「大きく前進した」と述べた。 

 労働党の Jeremy Corbyn 党首は、Brexit 後の移行期間は「必要な

だけ持続させる」べきであると述べた。 

 北アイルランドの畜牛業者は、業界への混乱を最小限に抑えるため

に Brexit 後に 5 年間の移行期間を求めている。 

 2017 年 6 月までの 1 年間の EU 居住者による英国市民権の申請者

数は、2015 年の同じ時期と比較して 3 倍以上増加した。 

 英国産業連盟（CBI）の調査によると、ロンドンにある企業の経営

者の 91%が、Brexit に伴うリスクがあるにもかかわらず、シティ

がビジネスを行う上で魅力的な拠点であり続けると考えている。 

 英国への旅行者数は、英ポンド安が誘因となり、7 月に初めて月間

400 万人を突破した。 
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 BBC によると、英国は米国と科学分野での共同研究を容易にするために特別な関係を構築

することで合意した。 

 UBS が行った調査によると、8 月時点でユーロ圏にある企業の 35%が、Brexit を理由と

して英国への投資の「極めて速やかな」削減を検討していた。 

 英国政府は、金融業の競争優位を保つため、EU とは異なる規制を設ける計画を発表した。 

 イングランド銀行の Mark Carney 総裁は、Brexit により英国では「実質所得の成長が鈍

化する」可能性があると述べた。 

 米国の政治メディアである Politico の調査によると、EU では医師や看護師の国境を越える

移動が規制業種の中では最も多く、典型的には東から西へ、すなわち一人当たりの医療費が

より高い地域へと移動している。 

 Emmanuel Macron 仏大統領は、法人税率の収斂等、ユーロ圏の統合を深化させるための

改革案を提示した。 

 緊縮財政とユーロ圏の統合深化を強く支持するドイツの Wolfgang Schäuble 氏は、財務

相のポストを退く予定である。 

 Angela Merkel 氏はドイツの首相として 4 選を果たしたが、連立相手のドイツ社会民主党

（SPD）の結果が振るわなかったことに加え、反移民を掲げるドイツのための選択肢（AfD）

の躍進があったことから、水を差されたものとなった。 

 格付会社の Moody’s による英国の信用格付は、財政圧迫や Brexit に伴うリスクから、1 段

階下がって Aa2 となった。この格付の見直しは、国民投票以降の英国経済の成長が予想を

下回ったことを示している。 

 9 月のユーロ圏の企業および消費者の景況感は、10 年ぶりの高水準となった。 
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